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当ファンドは、基準価額水準やポートフォリオの利回り等を勘案し、分配金額を決定します。
第4期決算（2017年10月30日）の分配金額は、（為替ヘッジあり）は為替ヘッジコストの上昇を勘案し40円、（為
替ヘッジなし）は30円（いずれも1万口当たり、税引前）といたしました。

決算 第1期 第2期 第3期 第4期 設定来累計
(10/30まで)2016/5/2 2016/10/31 2017/5/1 2017/10/30

分配金 60円 60円 60円 40円 220円
（対前期末基準価額比率） (0.6%) (0.6%) (0.6%) （0.4％） （2.2％）

騰落率 3.6% 1.7% -2.7% 1.1％ 3.6％(税引前分配金再投資ベース)

分配金 30円 30円 30円 30円 120円
（対前期末基準価額比率） (0.3%) (0.3%) (0.3%) （0.3％） （1.2％）

騰落率 -9.5% 0.9% 4.5% 4.0％ -0.6％(税引前分配金再投資ベース)
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 分配対象額は、経費控除後の利子、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。

平素は「日系企業海外債券オープン（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジなし）（愛称：日本びより）」（以下、当ファン
ド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当ファンドは2017年10月30日に第4期決算を迎えましたので、今後の見通し等とあわせてご報告いたします。

日系企業海外債券オープン(為替ヘッジあり)/(為替ヘッジなし) 
愛称：日本びより

第4期決算および分配金のお支払いについて

基準価額の推移（2015年11月12日（設定日）～2017年10月30日）

（為替ヘッジあり）

（注1）基準価額、税引前分配金再投資基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。
（注2）税引前分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果および分配を保証するものではありません。分配金額は委託会社が分配方針に基づき基準価額水準や市況
動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。
※ファンド換金時には費用・税金などがかかる場合があります。詳しくは7ページをご覧ください。

（為替ヘッジなし）

（注1）「対前期末基準価額比率」は、各
期の分配金（税引前）の前期末
基準価額（分配金お支払い後）に
対する比率で、当ファンドの収益率と
は異なります。第1期と設定来累計
の欄は、それぞれの分配金累計
（税引前）の設定時10,000円に
対する比率です。

（注2）騰落率は税引前分配金再投資基
準価額を基に算出したものであり、
実際の投資家利回りとは異なりま
す。また、騰落率は設定来累計を除
き、期中騰落率を記載しています。
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（2017年10月30日現在）
基準価額

10,142円

（2017年10月30日現在）
基準価額

9,810円
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ポートフォリオ概況（2017年9月29日現在）（マザーファンド）

（注1）ポートフォリオ概況の銘柄数、為替ヘッジコストを除く各数値は組入銘柄の数値を加重平均した値です。数値は現金等を含む、原則として繰上償還を
考慮したベースとなります。

（注2）格付けは投資債券に対する主要格付機関の格付けに基づいており、組入マザーファンドにかかる格付けではありません。
（注3）為替ヘッジコストは、一般社団法人 投資信託協会が公表する米ドル・円のスポットレートと1ヵ月物フォワードレートを用いて算出し年率換算。なお、為

替ヘッジはベビーファンドの（為替ヘッジあり）において行われます。
（注4）各構成比率は組入マザーファンドの純資産総額を100％として計算した値です。数値は四捨五入の関係上、合計が100%とならない場合があります。

銘柄数 29 デュレーション 6.1年

最終利回り 3.3% 平均格付け A

クーポン 4.2%

特性値

（ご参考）為替ヘッジコスト*：2.1％

＊通貨の先渡取引等を
利用した実際の為替
ヘッジコストは、需給要
因等により大きく変動
することがあります。

※上記は2017年9月29日現在の組入マザーファンドのポートフォリオであり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

業種別構成比率 証券種別構成比率

格付け別構成比率 通貨別構成比率（為替ヘッジ前）

※投資債券に
対する主要格
付機関の格付
けに基づいてい
ます。

※ブルームバーグ・
バークレイズ・イ
ンデックスに基づ
く分類です。

保険
49.8%

資本財
9.4%

その他金融
8.8%

銀行
8.1%

一般消費財
6.9%

運輸
5.7%

生活必需品
4.8%

政府・地方公
共団体系機
関等
3.1%

証券
1.0%

電力
0.9%
現金等
1.5%

AA
14.0%

A
77.2%

BBB
7.2%

現金等
1.5%

米ドル
98.5%

現金等
1.5%

劣後債
49.8%

普通社債
48.7%

現金等
1.5%
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為替ヘッジコストについて

※上記は過去のデータを基に当社が算出した結果であり、当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。

＜為替ヘッジコストの推移（年率）＞
（2015年11月12日～2017年10月27日）

為替ヘッジコストの平均
第2期
1.3％

第1期
0.9％

第3期
1.5％

第4期
1.6％

（注）為替ヘッジコストは、米ドル・円のスポットレートと1ヵ月物フォワードレートを用いて算出し年率換算。平均為替ヘッジコストの第4期は、
2017年5月2日～2017年10月27日のデータで算出。実際の運用における為替ヘッジコストとは異なります。

（出所）一般社団法人 投資信託協会のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成

今後の市場見通し

※上記の見通しは当資料作成時点のものであり、将来の運用成果および市場環境の変動等を示唆あるいは保証するものではありません。
今後、予告なく変更する場合があります。

当ファンド設定後、米ドルの対円での為替
ヘッジコストは緩やかながらも上昇傾向に
あります。
当ファンドは半年（6ヵ月）毎に決算を行
いますが、第2期や第3期に比べ当期
（第4期）の平均為替ヘッジコストは上
昇しました。
米ドルの為替ヘッジコストの増加は当ファン
ド（為替ヘッジあり）の収益を減少させる
要因となるため、今後も為替ヘッジコストが
上昇を続けた場合には、分配を引き下げ
る可能性があります。一方で、為替ヘッジ
コストが低下した場合には、分配金を引き
上げる可能性があります。

米国の長期金利は、FRB（米連邦準備制度理事会）の資産規模縮小や、税制改革への期待、欧州経済や新興国経済
の回復傾向などを材料に、上昇圧力が生じています。しかしながら、世界的に低位にとどまるインフレ率や税制改革実現までの
政治的な不透明感、潜在的な北朝鮮を巡る地政学リスクなどを考えると、長期金利への低下圧力がかかると予想されること
から長期金利はレンジ圏での推移に止まると想定しています。
引き続き米国投資適格社債に対する根強い需要がスプレッド（国債との利回り差）の縮小要因として働いており、足もとでは
フェアバリュー（適正価値）をやや割り込んだ水準となってきました。しかしながら税制改革に盛り込まれた内容を見ると、企業
は将来的に債務を削減させる可能性が高まっており、社債発行減少の思惑からスプレッドの拡大は見込みにくいと予想してい
ます。

※当ファンドは、保険会社が発行する劣後債や銀行グループの持株会社が発行する普通社債（TLAC債*）を組み入れ
ることがあります。
＊TLAC（Total Loss－Absorbing Capacity）債とは
金融安定理事会（FSB）がグローバルな金融システム上重要な銀行に対して求める規制に対応するために、銀行グルー
プの持株会社等が発行する債券のことです。
グループ傘下の銀行の破綻が懸念される場合、傘下の銀行の破綻を防ぐため、金融当局の指示によりTLAC債の元本が
削減される仕組みとなっています。このためTLAC債は、傘下の銀行の預金や無担保普通社債などに対して弁済順位が劣
後する可能性があり、TLAC債の元本の削減が懸念される場合には、その価格が大きく下落することがあります。

1.4％

2017年
10月27日現在
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